胎内市社会教育関係団体認定基準

（目　的）

第1条 この基準は､社会教育法（昭和２４年法律第２０７号。以下「法」という。）

第１０条に定められた「社会教育関係団体」の認定について基本的要項を

　　　　定めることを目的とする。

（団体と性格）

第2条 社会教育関係団体は､人事･運営･事業・財政が団体自身の自発的意思と独自の裁量により行われる自主的な民間団体であること。

　　２　社会教育関係団体は、その団体の行う事業が社会教育に関する事業を行うことを主な目的とするものであること。

　　３　社会教育関係団体は、法人であると否とを問わず継続的・計画的に社会教育に関する事業を行い、営利を目的としない団体であること。

　　４　社会教育関係団体は、規約を持ち、団体活動の本拠としての事務所を有し独自の経理機構を持ち、団体の意思を決定するために必要な機構、又はこれに準ずるものを有していること。

（登録団体）

第3条 社会教育関係団体は、おおむね次に掲げる団体とする。

（1） 青少年教育に関する団体

（2） 成人教育に関する団体

（3） 社会教育施設関係の団体

（4） 視聴覚教育に関する団体

（5） 体育・運動競技又はレクリェーションに関する団体

（6） 社会通信教育に関する団体

（7） 芸術文化に関する団体

（8） その他これに準ずる団体

（認　定）

第4条 社会教育関係団体の認定は､あらかじめ社会教育委員の会議の意見を聞いて､教育委員会が認定を行う。

（運　用）

第5条 この基準の運用については、別に定める。

附　則　この基準は､平成１７年９月１日から適用する。
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